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１．はじめに 

 

近年，日本の地方部と東アジア地域との直接交流の拡

大がみられ，ここでは地方の生産・消費を支えるために

整備される地方港を活用するケースが多くみられる．そ

の一方で，こうした東アジア経済圏での物流には，「日

本国内物流との一体化」という視点が不可欠となってお

り，こうした地方港の利用動向を捉えながら，これを補

完するための機能分担関係を，国際中枢港湾などと如何

に図っていくかが重要な課題となっている． 

そこで本研究では，日中間における国際海上コンテナ

貨物の輸送実態と荷主による海上輸送経路の選択構造を

明らかにすることで，国内港湾が機能分担関係を図って

いく上での課題を抽出することを目的とする．具体的に

は，西日本地域(中国・四国地方)に発着する中国関連

(香港・マカオを除く)の国際海上コンテナ貨物に着目す

る．その上で，平成20年度全国輸出入コンテナ貨物流動

調査結果(以下，H20コンテナ流調とよぶ)から，西日本

地域と中国との間でみられる国際海上コンテナ貨物の流

動実態を把握する．また，その一方で，西日本地域に立

地する荷主を対象に，筆者らが実施したアンケート調査

結果をもとに，日中間における荷主の海上輸送経路の選

択構造を明らかにする．  

 

２．西日本地域に発着する対中国関連貨物の流動実態 

 

H20コンテナ流調より，西日本地域(中国・四国地方)

に発着する中国関連(香港・マカオを除く)の国際海上コ

ンテナ貨物は，輸出貨物として，中国地方で82,262FT，

四国地方で31,048FT，輸入貨物として，中国地方で193,

820FT，四国地方で50,871FTみられる．そして，これら

貨物量と平成15年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査結 
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果(以下，H15調査とよぶ)とを比較すると，四国地方の

輸出貨物のみで増加しているが，その他はすべて減少し

ている．とりわけ，中国地方の輸出貨物における減少量

は著しく，H15調査の0.39倍の貨物量となっている． 

表－１は，西日本地域に発着する中国関連貨物の上位

品目を，中国・四国地方の発着貨物別に示したものであ

る．両地方ともに，輸出貨物では，「染料・塗料・合成

樹脂・その他化学工業品」と「化学薬品」が，輸入貨物

では，「衣服・身廻品・はきもの」が上位の貨物品目と

なっている．また，H15調査とのシェア差をみると，中

国地方の輸出貨物における「化学薬品」「自動車部品」

と，両地方の輸入貨物における「衣服・身廻品・はきも

の」で，大きくシェアが減少している．その一方で，両

地方の輸出貨物における「染料・塗料・合成樹脂・その

他化学工業品」で，シェアの増加がみられる． 

次に，表－２は，中国側の利用港湾について，中国・

四国地方の発着貨物別に示したものである．両地方とも

に，輸出入において「上海港」のシェアが圧倒的に大き

いことがわかる．そして，「上海港」について，H15調

査とのシェア差をみると，四国地方の輸出において大き

く増加している様子が窺える．また，海外ハブ港として

「釜山港」の利用が，両地方の輸出入でみられるが，H1

5調査とのシェア差から，概ね減少傾向にあるといえる． 

さらに，表－３は，日本側の利用港湾について，中

国・四国地方の発着貨物別に示したものである．まず，

中国地方についてみると，輸出では，「北九州港」「神

戸港」といった中国地方外の港湾が上位となっており，

これらで35％を占めている．また，これらに次いで，中

国地方内の地方港が続いているが，H15調査とのシェア

差から，「広島港」「岩国港」において大幅なシェアの

減少がみられ，これら地方港での取扱い貨物量が，限ら

れたベースカーゴの動向に大きく影響されている様子が

窺える．一方，輸入では，「福山港」「広島港」「水島

港」といった中国地方内の地方港のシェアが半数以上を

占めている．また，H15調査とのシェア差から，「広島

港」と「水島港」のシェアに増加がみられる． 

次に，四国地方についてみると，「神戸港」と「大阪

港」のシェアが，輸出で56％，輸入で40％みられる．し

かし，H15調査とのシェア差から，輸出入ともに，神戸



港と大阪港のシェアは，概ね減少傾向にあるといえる．

また，輸出入ともに，四国地方内の地方港のシェアに大

幅な増減はみられない．さらに，神戸港・大阪港以外に，

「水島港」が，輸出入ともに４％みられ，H15調査との

シェア差から，増加している傾向にあるといえる． 

以上のことから，中国・四国地方に発着する中国関連

貨物の流動実態として，両地方内に立地する地方港とこ

れらを補完する神戸港・大阪港の利用が確認される．ま

た一方で，各地方内の地方港と神戸港・大阪港以外に，

中国地方では北九州港の利用が，四国地方では水島港の

利用がみられることから，中国関連貨物に対する地方港

の補完については，神戸港・大阪港に限定されるもので

はないことが示唆できる． 

 

３．海上輸送経路の利用実態 

 

図－１は，Ｈ20コンテナ流調をもとに，中国・四国地

方の発着貨物ごとに，各海上輸送経路の利用割合を示し

たものである． 

中国地方に発着する貨物についてみると，輸出入とも

に，中国地方内港のダイレクト航路(香港港を含む)を利

用する割合が最も多く，輸出で52％，輸入で60％みられ

る．その一方で，神戸港・大阪港のダイレクト航路とそ

の他港のダイレクト航路の利用が，輸出で41％，輸入で

33％みられる．こうしたことから，中国地方では，中国

地方内港を主に，各港湾がもつダイレクト航路を使い分

  

表－２ 中国側の主な利用港湾 

表－３ 日本側の主な利用港湾 
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図－１ 海上輸送経路の利用割合 



けて利用しているといえる． 

一方，四国地方に発着する貨物では，神戸港・大阪港

のダイレクト航路の割合が最も大きく，輸出で56％，輸

入で40％みられる．そして，四国内地方内港のダイレク

ト航路の利用が，輸出で16％，輸入で23％みられるのに

対し，四国地方内港を利用した海外トランシップ輸送が，

輸出で18％，輸入で24％と，これらを上回っている様子

が窺える．こうしたことから，四国地方では，遠方とな

る神戸港・大阪港のダイレクト航路への依存が高いとい

える．また一方で，四国地方内港の利用が，ダイレクト

航路の利用だけでなく，海外トランシップ輸送で利用さ

れている実態が確認される． 

 

４．海上輸送経路の評価構造の分析 

 

（１）設定する階層構造 

ここでは，西日本地域に立地する荷主企業を対象とし

て実施したアンケート調査結果1)をもとに，「神戸港・

大阪港のダイレクト航路」と「地方港のダイレクト航

路」に対する荷主の評価構造を，階層分析法(AHP)を用

いて把握する．調査票では，主な評価要因のトレードオ

フ関係を考慮した図－２に示す階層構造を設定した．ま

ず，総合目的を「海上輸送経路の選択」とした．その上

で，輸送経路の選択基準として，「総輸送コスト」と

「受発注から納品までのリードタイム」をとりあげた．

そして，「総輸送コスト」については，「国内輸送コス

ト」と「海上輸送コスト」との関係を，「受発注から納

品までのリードタイム」については，「リードタイムの

短さ」と「リードタイムの正確さ」との関係をそれぞれ

相対評価してもらった．さらに，代替案としては，「神

戸港・大阪港のダイレクト航路」と「地方港のダイレク

ト航路」を設定した． 

 

（２）荷主のグループ分け 

すべての質問項目に対して回答が得られた41サンプル

を分析データとした上で，荷主ごとに得られた海上輸送

経路の利用実績をもとに，荷主を以下の３つのグループ

に分類する． 

グループ①：「主に神戸港・大阪港のダイレクト航路

を利用」するグループとして，神戸港・大阪港のダイレ

クト航路の利用割合が，80～100％の荷主とした． 

グループ②：「神戸港・大阪港のダイレクト航路と地

方港のダイレクト航路を併用」するグループとして，神

戸港・大阪港のダイレクト航路の利用割合と，地方港の

ダイレクト航路の利用割合が，ともに20～80％の荷主と

した． 

グループ③：「主に地方港のダイレクト航路を利用」

するグループとして，地方港のダイレクト航路の利用割

合が，80～100％の荷主とした． 

 

（３）AHPの分析結果 

先に分類したグループごとに，AHP(幾何平均法)を用

いて分析を行った．なお，回答データの整合性を示すC.

I.は，いずれも0.1を下回っていることから，回答デー

タに問題はないといえる． 

図－３は，分類したグループごとに，AHPの算出過程

において求められる，“評価基準間における重要度”の

値を横軸にとり，“各評価基準からみた海上輸送経路別

の重要度”の差を縦軸にとって，各評価基準を平面上に

プロットしたものである． 

まず，グループごとに算出される“総合的重要度”

をみると，「主に神戸港・大阪港のダイレクト航路を利

用」するグループでは，「神戸港・大阪港のダイレクト

航路」を，「主に地方港のダイレクト航路を利用」する

グループでは，「地方港のダイレクト航路」を，それぞ

れ選好する意向をもっていることがわかる．また，「神

戸港・大阪港のダイレクト航路と地方港のダイレクト航

路を併用」するグループでは，「地方港のダイレクト航

路」に対し選好意向をもっているものの，「神戸港・大

阪港のダイレクト航路」との差異は，他の２グループに

比べて小さくなっているといえる．こうしたことから，

荷主の海上輸送経路に対する選好意向と実際の利用状況

は一致していることがわかる． 

次に，“評価基準間における重要度”についてみる

と，いずれのグループにおいても，「海上輸送コスト」

「国内輸送コスト」といったコストに関する評価基準の

重要度が，「リードタイムの正確さ」「リードタイムの

短さ」といったリードタイムに関連する評価基準の重要

度を上回っている．このことから，荷主が日中間の海上

輸送経路を選択する上で，コストを重視する傾向にある

ことがわかる．また，「主に地方港のダイレクト航路を

利用」するグループにおいて，「リードタイムの正確

さ」に対する相対評価が高くなる傾向がみられる． 

さらに，グループごとに，“評価基準間における重

 

図－２ 想定した階層図 
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要度”と“各評価基準からみた海上輸送経路別の重要

度”の差との関係についてみると，「主に地方港のダイ

レクト航路を利用」するグループと「神戸港・大阪港の

ダイレクト航路と地方港のダイレクト航路を併用」する

グループでは，「国内輸送コスト」において，“評価基

準間における重要度”が高く，且つ，“各評価基準から

みた海上輸送経路別の重要度”の差が最も大きいといっ

た傾向がみられる．これに対し，「主に神戸港・大阪港

のダイレクト航路を利用」するグループでは，「海上輸

送コスト」において，“評価基準間における重要度”が

高く，且つ，“各評価基準からみた海上輸送経路別の重

要度”の差が最も大きくなっている．こうしたことから，

地方港のダイレクト航路の選好意向には「国内輸送コス

ト」が，神戸港・大阪港のダイレクト航路の選好意向に

は「海上輸送コスト」が大きく寄与しているといえる． 

 

５．国内港湾の機能分担関係を構築していく上での視点 

 

以上の結果を踏まえ，国内港湾の機能分担関係を構築

していく上で，以下のことを検討すべきであると考える． 

①中国・四国地方に発着する中国関連貨物の流動実態と

して，各地方内の地方港と神戸港・大阪港以外に，中国

地方では北九州港の利用が，四国地方では水島港の利用

がみられた．こうしたことから，中国関連貨物に対する

地方港の補完については，神戸港・大阪港以外の港湾を

含めた検討が必要である． 

②荷主が各港湾のもつダイレクト航路を選好する傾向に

ある中で，地方港を利用した海外トランシップ輸送の実

態が確認され，とりわけ，四国地方において顕著となっ

ていた．こうしたことから，海外トランシップの問題が，

北米・欧州地域との貨物に限ったものではないことを認

識する必要がある． 

③荷主による地方港のダイレクト航路の選好意向には，

「国内輸送コスト」が大きく寄与していた．こうしたこ

とは，地方港を利用した海外トランシップ輸送が発生す

る一因として考えられる．このため，国内港湾の機能分

担関係を構築していく上で，「国内輸送コスト」の低減

を図ることが必要不可欠であるといえる． 

④その一方で，荷主による神戸港・大阪港のダイレクト

航路の選好意向には，「海上輸送コスト」が大きく寄与

しており，地方港のダイレクト航路を選好する荷主の評

価構造と異なっていた．こうした一因には，海上輸送経

路の利用実績によって，「海上輸送コスト」と「国内輸

送コスト」に対する認識が異なっている可能性があるこ

とが推測される．今後は，こうした「海上輸送コスト」

が大きく寄与する評価構造が生じる背景を探っていくと

ともに，これら輸送コストに対する認識が荷主において

共有化されているかを確認していきたい． 
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図－３ 評価基準間における重要度と各評価基準 

     からみた輸送経路別の重要度の差との関係 
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